
九州大学学術情報リポジトリ
Kyushu University Institutional Repository

農業の国際化と条件不利地域農業 : 沖縄のパイン
アップル産地を対象として

岩元, 泉
九州大学農学部農業経営学教室

https://doi.org/10.15017/23436

出版情報：九州大學農學部學藝雜誌. 47 (1/2), pp.101-122, 1993-01. 九州大學農學部
バージョン：
権利関係：



九大農学芸誌 (Sei. Bull. Fae. Agr.， Kyushu U niv.) 
第47巻第1・2号 101-122 (1992) 

農業の国際化と条件不利地域農業

一沖縄のパインアップル産地を対象として一

岩元 泉
九州大学農学部農業経営学教室

(1992年7月31日受理)

The Effects of Internationalization on the Less Favoured Agricultural Area 
-The Case Study of the Pineapple Farming in Okinawa -

Izumi IWAMOTO 
Laboratory of Farm Management， Faculty of Agriculture， 

Kyushu University 46.07， Fukuoka 812 

I 緒

沖縄産パインアップルは琉球政府によるパインアッ

プル産業振興法が1959年に制定されて以来，サトウキ

ピとならんで沖縄農業の基幹作物になった.しかし，

サトウキピが本土農業における稲作に匹敵する土地利

用と生産額のシェアを沖縄で持ってきたのに対して，

パインアップルは数%の比重しかないマイナークロッ

プである.にもかかわらず，パインアップルが沖縄農

業で重要な位置を占めてきたのは，パインアップルが

熱帯果実で，酸性土壌，傾斜地での栽培に向き，開拓

作物として適していたことの他に，立地が沖縄本島北

部と八重山に偏在し，その地域では地域の基幹作物と

して高い比重を占めたことによる.

今日，農業の国際化が叫ばれる中で，パインアップ

ルは数年後に完全自由化をひかえ，産地の転換を模索

しながらも，生産者の高齢化が進行し，産地は内外か

ら崩壊の危機に瀕している.

ここでいう農業の国際化とは農産物の自由化を指し

ているが，自由化の影響は作物に特有の生産・流通構

造，すなわちその組織化の度合いによって異なる.自

由化が文字どおり多数の小生産者による市場での完全

自由競争を意味する場合から，パインアップルのよう

に巨大多国籍企業によるプランテーション経営と小農

民との無制限な競争を意味する場合まであり，その影

響も全く異なる.現代の農業の国際化は結局，後者の

傾向を強めている.

本論文はパインアップルの自由化が沖縄における条

件不利地域農業に及ぽす影響とその対応について実態

調査に基づく検討を行い，農業の国際化が地域農業に

与える決定的な影響について解明することを目的とす

る.日本農業において， ドイツにおけるような「条件

不利地域政策」と銘打つた政策が行われているわげで

はない.しかし沖縄農業においては，農業構造改善事

業などに際して復帰後の沖縄振興開発特別措置法の下

で国庫補助率を引き上げる措置がとられており，事実

上の特定地域政策が行われている.その意味で，国際

化の下での地域政策の意義をも問うことになる.本論

の構成はIIで沖縄のパインアップル生産と流通全般の

動向， IIIでパインアップル生産地の動向， Nで生産農

家の実態分析， Vでパインアップル生産の今後の方向

と課題についてそれぞれ検討し， VIで全体の総括を行

う.現地調査に際しては，沖縄総合事務局農林水産部

農政課，沖縄県経済連，国頭郡東村役場，山原東農協

の関係各位，および東村宮城集落の農家の方々にご協

力をいただいた.記して感謝の意を表したい.

11 沖縄におけるパインアップルの生
産と流通

1 .自由化のプロセスと生産の推移

1)パインアップル自由化のプロセス

戦後の沖縄におけるパインアップルの生産は 1956

年頃から本格化し，栽培面積は数年の内に数倍に拡大

し，生産量に至っては 1960年には 1956年の20倍に発

展している.しかし，この時期が同時に多国籍農企業

(デルモンテ， ドール)のフィリピンにおげるパイン

アップル・プランテーション支配が確立していく過程

であったことは，沖縄のパインアップル生産にとって
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102 岩元

の一つの大きな不幸であった(中野・村田監訳， 1987). 

日本がガットに加盟してから6年後の 1961にはパイ

ンアップル生果の輸入自由化が行われている.1951年

に「本土と西南諸島との貿易及び支払いに関する覚書J

がとりかわ、され，沖縄のパインアップル生産に対する

保護措置が取られてから 10年後にはもうその保護措

置が緩むことになったのである.さらにその後1971年

には冷凍パインアップルの輸入が自由化され，ついで

1990年には缶詰と果汁の輸入自由化が行われるに至

っている.この生果→冷凍→缶詰・果汁という輸入自

由化プロセスは相橘の自由佑が果汁→生果というコー

スをとったのとは逆である.沖縄でのパインアップル

生産が十分に成長を遂げる前に本土市場においてはフ

ィリピン産生果が台湾産を凌駕し，駆逐してしまった.

160.000 

泉

2)生産の推移

沖縄におけるパインアップルの栽培・収穫面積及び

生産量を図2に示しているが，栽培面積には2つのピ

ークがみられる.最初のピークは1967年で，次のピー

クが1980年である.収穫面積のピークはそれより 2年

遅れる.それと同時に栽培面積のピーク時は栽培面積

と収穫面積の需離が最も大きい時期で，その恭離の度

合いは栽培面積が収穫面積の約2倍になっている.つ

まり稼働資本/投下資本比率が1/2になった時点が生

産の限界点であることを間接的に示している.

そのうえで，沖縄のパインアップル生産の時期区分

をすると 1)，1956年から 1966年の 12年間を第1次拡

大期， 1967年から 1977年までの 11年間を第1次縮小

期， 1978年から 1980年までが期間は短いが第2次拡
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図 1 輸入パインアップル数量と価格の推移

この間に生果はフィリピン産，冷凍・缶詰はタイ産と

いう輸入構造が確立したのである.

輸入パインアップル(生果)の数量と価格の推移を

図1に示している.卸売価格1960年代にはkg当たり

80円台で低迷していたが， 1974年に急騰して以来，ほ

ぽ 130円前後の水準を維持している.数量も 74年以降

伸びてきていたが，ここ数年減少気味である.近年の

動向として輸入数量と卸売数量にギャップがみられ，

輸入ものにおいても市場外流通するものが一定のシェ

アを占めるようになったことを示している.

大期， 1981年以降今日までを第2次縮小期とすること

ができる.このプロセスを経営体との関連で地区別に

やや詳しくみたのが図3である.沖縄のパインアップ

ル生産は本島北部と八重山に集中しており，その両地

域の経営体と栽培面積の関係をみたのであるが，第1

次拡大期(1956・66)には北部も八重山も経営体数はあ

まり増加せず，栽培面積の拡大が急速であったことが

1) 栽培面積を時期区分の指標にとったのは，栽培面積

の推移に生産者の増産意欲が反映しており，生産者の増産

意欲はそれぞれの時期のパインアップル生産の経済条件を

反映していると考えたからである.
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80)の1978年のことである.このとき八重山は 2haに

達している.第2次縮小期 (1981・)には経営体数と栽

培面積は再び同時に減少する傾向を見せている.

このような動向をとるのは，パインアップル経営の

分解過程において，離農があるにもかかわらずその農

地が流動化につながらず，上向的傾向を含んだ分解に

なっていないこと，さらに後継者がいないか，後継者

がいてもパインアップル経営を継がないケースが多い

2 ) 概して酪農や果樹などでは生産者数が減少すると，

l経営体当たりの規模は減少率に反比例して並大してい

く.
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分かる.北部では 1960年には約30aだった 1経営体

当たりの栽培面積が67年には約75aに拡大し，八重

山でも 60年には約90aだったのが， 67年には 120a程

度にまで拡大したのである.次の第1次縮小期(1967・

1977)は，経営体数，栽培面積ともに急速に減少した

時期である.しかしここで特徴的なことは， ζの全般

的な縮小期には1経営体当たりの栽培面積の拡大が微

弱であったことである 2) それでも八重山の方は 70年

代を通じて 2ha線に近づく動きを示してきたのだが，

北部の場合にはほとんど lha線に平行に 80・90aの水

準で低迷を続けてきた.北部の l経営体当たり栽培面
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80)の1978年のことである.このとき八重山は 2haに

達している.第2次縮小期 (1981・)には経営体数と栽

培面積は再び同時に減少する傾向を見せている.

このような動向をとるのは，パインアップル経営の

分解過程において，離農があるにもかかわらずその農

地が流動化につながらず，上向的傾向を含んだ分解に

なっていないこと，さらに後継者がいないか，後継者

がいてもパインアップル経営を継がないケースが多い

2 ) 概して酪農や果樹などでは生産者数が減少すると，

l経営体当たりの規模は減少率に反比例して並大してい

く.
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分かる.北部では 1960年には約30aだった 1経営体

当たりの栽培面積が67年には約75aに拡大し，八重

山でも 60年には約90aだったのが， 67年には 120a程

度にまで拡大したのである.次の第1次縮小期(1967・

1977)は，経営体数，栽培面積ともに急速に減少した

時期である.しかしここで特徴的なことは， ζの全般

的な縮小期には1経営体当たりの栽培面積の拡大が微

弱であったことである 2) それでも八重山の方は 70年

代を通じて 2ha線に近づく動きを示してきたのだが，

北部の場合にはほとんど lha線に平行に 80・90aの水

準で低迷を続けてきた.北部の l経営体当たり栽培面

積がlhaを越えるのはようやく第2次拡大期(1978・
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ことを要因とし，その結果，全般的落層という事態に

至ったためと考えられる.

2.パインアップルの市場対応

一沖縄産パインの地位

1)パイ只缶詰原料生産

沖縄でのパインアップル生産は，缶詰生産が主体で

あった.パインアップル缶詰は 1964年に輸入割当制度

が数量割当になり，缶詰産業が保護されて以来，缶詰

出荷数量は急速に伸びた(図4).これに対応して，こ
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2)生食ノTインの市場外流通

1988年日米交渉によって 1990年からパインアップ

ル缶詰の自由化が行われた.その内容は 1990年からは

海外産の輸入にあたって一定量の沖縄産を割り当て，

その分については無関税にする関税割当制度に移行す

るというものである(池田， 1991). これと合わせてパ

インアップル調整品等対策として， 6項目の輸入自由

化への対策が行われるが，そのうち加工原料用パイン

アップル価格安定対策は 1988年から 8年間の時限立
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図4 パインアップル缶詰出荷数量の推移

の時期はパインアップル栽培面積の第 1次拡大期であ

った.しかしt 1971年冷凍パインアップルの輸入が自

由化され，沖縄のパインアップル缶詰業者も冷凍パイ

ンアップルを導入したため，県内産パインアップルは

圧迫きれることになり， 1969年まで伸びていた生産量

もその後は停滞することになる.栽培面積ではその2

年前の 1967年から縮小期に入っていたことは先述し

た通りである.

この数量割当制，高関税の保護下の沖縄産パインア

ップル缶詰の拡大期において，パインアップル缶詰産

業が会社・工場の小規模乱立状態に陥り，組織的な販

売力の強化が出来なかったことが，今日の立ち遅れ，

縮小を招いた基本要国だとの指摘がある(池田，

1991) 3). その後缶詰生産が縮小する過程で会社・工場

の統廃合が行われ，現在本島は経済連農産加工場，八

重山は宮原食品に一本化され，販売力の強化・再整備

が行われつつあるところである.しかし，依然として

原料不足が主要因となって缶詰出荷の減少に歯止めが

かかっていない.

法になっており，この聞に沖縄のパインアップル産業

を生産から流通にいたるまで強化し，現在の缶詰原料

中心の体制から生果を重視した体制への転換を図るこ

とを含めた総合的対策が行われることになっている.

生果パインアップル生産への転換はこのように自由

化圧力によって要請された課題であるが，それ以前に

全く生果生産がなかったわけではなく，県内消費向け

にわずかではあったが生産きれていた(図5).1975年

には 1，910tの生果が出荷されているが，それは総出荷

量の 3.0%にすぎない.その後生果の出荷量が増加した

わ付ではないが，総出荷量が減少するにつれて，生果

3) r量的に優勢なその時代から，パイン缶詰工場の小
規模乱立の不経済と危険性は指摘されていた.量的に優勢

な時代に，量的な支配力，販売の統一性・適応性などの組織

的対応の重要性が見逃されたこと，品質の均質化と工場，消

費宣伝によるプランドの確立がなされなかったことが，強

力な企業的経営による商品力の開拓に遅れをとった原因で

あろうJ
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図5 加工・生果別の出荷量

の比率は高まっていた.しかし， 1988年になるとその

比率は一挙に 2倍近くになり，生果出荷量も 88年には

4，850t(13.9%).89年には 5，470t(15.2%)へと増加した.

このように沖縄のパインアップル産業はいわば生き

残りをかけて生果生産を増やしているのであるが，圧

倒的市場シェアを誇る外国産(フィリピン産)が障壁

となって東京など中心的な本土卸売市場に食い込めな

いでいる.また沖縄中央卸売市場においても生果パイ

ンの量的シェアはようやく 15%程度になっているよ

うであるが，季節性が強く，地元市場も十分には確保

されていない.

そこで，沖縄県経済連が選択した流通ルートは生協，

宅配便等による産直であった.1989年で農協経由の生

果パインアップル販売量が2，197tで，このうち農協経

由の産直販売が 1，197t(54.5%)になっていると報告さ

れている(池田， 1991).沖縄県経済連が本格的に生果

産直に取り組んだ 1991年は経済連扱いの生果は約39，

000ケース(約 280t，約 70百万円，)を出荷したが，出

荷体制が整っていなかったこと，県内向け出荷との競

合，加工原料との競合などがあって，注文数量をこな

せなかった.宅配便などは急速に伸びており，この方

面での市場はまだ開拓の余地を持っており，安定的な

販売ルートが確保されるためには販売戦略に対応する

よう生果生産・流通体制の再編成が必要になっている.

3.パインアップルの生産構造

1)生産構造の前進と後退

先に戦後のパインアップル生産の推移について時期

区分を行い，現在いわば全般的落層状況にあることを

指摘した.ここでは生産構造に若干立ち入って考察し

たい

ここでいうパインアップル生産の第1次拡大期に

は，パインアップル生産力が飛躍的に伸びた時期であ

った(安谷屋， 1981).労働生産性の面においては 1950

年代には造園に畜力が利用される以外はほとんど人力

による作業で労働が行われていたが， 1960年代にはい

るとその造園過程にプルトーザやトラクターが導入さ

れ，開墾，造園が大幅に省力化されたことによって栽

培面積の拡大が可能になった.1967年以降の労働時間

の推移を図6によってみると，第1次縮小期に当たる

60年代後半から 70年代前半は総労働時間の減少が著

しい.10a当たりの労働時聞が1972年には 100時間を

切った.この場合中耕除草過程の省力千七が目立つてい

るが，除草剤の利用による効果であろう.

2)労働生産性

この間の労働生産性の向上の要因を先の論文に沿っ

てまとめると，第1に動力利用があげられる.造園並

びに耕転作業におけるプルトーザやトラクタ一利用が

行われたこと.第2に，開花処理剤の散布，農薬散布，

施肥作業の一部，除草剤の散布に動力機械利用が行わ

れたことである.第3は，えい芽発生の少ないハワイ

系に品種を交替したことによる芽かき作業の省力化で

あり，第4は中耕除草作業における除草剤の利用であ

る.第5は開花処理が行われるようになり，労働のピ

ークを平準化したことである.さらに第6には，運搬

用として自動車が利用され，運搬労力が大いに軽減さ

れたことである.
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ークを平準化したことである.さらに第6には，運搬

用として自動車が利用され，運搬労力が大いに軽減さ

れたことである.
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3)土地生産性

次に土地生産性の動向をみてみよう.パインアップ

ルの場合，栽培面積に未結果園が含まれるため，統計

から正確な収量を算出するのは困難であるが，ここで

は栽培面積に対する収量と合わせて収穫面積に対する

収量を考察することにする.図7はその両者の推移を

示したものである.全体的傾向としては栽培面積に対

する収量の傾向線にみられるように上昇傾向にある.

この収量水準向上の要因を前掲論文は，第 1に，栽培

期間の短縮化に求めている.新植面積に対する 5年以

前植の残存率は明らかに低下しており，収穫1----2回で

更新する経営が多くなったことが指摘されている.第

2に，密植化である.1960年代は 10a当たり 3，500本台

だった植栽密度が70年代には4，300本台になったこ

とを指摘している.この密度はその後若干減少し，現

在は 4，000本台になっている.第3には施肥量の増加

が指摘されている.このような要因によって 1970年代

までは徐々にであるが収量水準が向上してきたとみて

よいであろう.

しかし時期別にみると，第1次艦大期には確かに収

量水準の向上がみられるのであるが，次の第1次縮小

期になると，収量は停滞している.とくに収穫面積に
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対する収量をみると， 1960年代には収量は漸増し 3，

500 kgに近い水準に到達したが，それ以降， 70年代に

はほぼ3，500同の水準で収量は停滞し続けているので

ある.しかもこの間依然として対収穫面積収量と対栽

培面積収量にはかなりの格差がみられ，収穫面積と栽

培面積の乗離がまだ大きかったことを示している.第

2次縮小期に入ると対収穫面積収量は大幅に低下し，2，

500 kg台に落ちてしまう.対収穫面積収量と対栽培面

積収量の格差が縮小しているのは，栽培面積が伸び悩

んでいるという消極的理由の他に，更新期間の短縮化

が反映しているとみることができる.

4)収益性

本節の最後に，この労働生産性と土地生産性の動き

と合わせて沖縄のパインアップル生産の収益性につい

て考察しておきたい.図8は沖縄産のパインアップル

について縦軸に 1日当たり家族労働報酬を労働生産性

指標としてとり，横軸に 10a当たり家族労働日数を土

地の労働受容度としてとったものである.両者の積は

10a当たりの家族労働報酬であるから図中の曲線は等

土地生産性曲線ということになる.これによると， 60 

年代後半から 70年代初頭は 10a当たり家族労働日数

は13"-'14日で， 1日当たり家族労働報酬は2，000円弱

ご.<唱。

生産性の急上昇を背景に第2次拡大期を迎えるのであ

るが，ふたたび81，82年に労働報酬が激減し 10a当た

り家族労働報酬も 30，000円を割り込んでしまうので

ある.80年代は労働生産性は徐々に向上しながら，1B 

当たりの家族労働報酬も 4'""-'5，000円台から 6"-'7，000

円台に上昇してくるが，1Oa当たり家族労働報酬は 50，

000円前後にとどまり，収益性の向上が図られないま

まに推移している.

一見外的要因によって左右されているかに見えるパ

インアップル農家の経営行動も収益性という内的経済

要因によって規定づけられてきた面が大きいことを示

している.

III パインアップル主産地の動向
一国頭郡東村-

パインアップル単作構造の形成と脱皮

1)東村農業に占めるパインの地位

パインアップル産地の動向把握のため調査対象地を

本島北部のパインアップル生産地である国頭郡東村に

とった.東村の農業の歴史は浅い.それだ付に農業構

造や経営要素において東村は中山間地的様相を帯びて

13 1斗 15 16 

，ua孟;-.:i)家族主:1¥日数
図8 沖縄産ノTインアップルの労働生産性と土地生産性

であったので，土地生産性は 20，000円弱の水準で推移

してきた.1971年を境として労働生産性が急上昇して

いるが(図6参照)，これには統計の体系の変化の影響

が考えられる.おおむね70年代はここでいう第1次縮

小期に当たるのであるが，労働生産性は向上していな

い.しかし，労働報酬は上昇し， 79年から 3年間は 10a

当たり家族労働報酬も 50，000円台を超えた.この土地

いる(表 1).昭和30年代までは東村の基幹産業は林業

であり，薪炭用の木材の販売が主たる収入源だった.

昭和30年代に入ってから，村当局は村民の経済状態改

善のため，林有林野の払い下げを企図し，それと時を

同じくして農協が設立された.折からの燃料革命によ

り，薪炭生産は後退し，これに代わって払い下げ農地

の開墾によるパインアップルとさとうきぴの生産拡大
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表 1 農業構造指標(沖縄県国頭郡東村・ 1990年)

東村 沖縄全県

産業構造指標 森林面積割合 71.7% 53.1% 
第1次産業就業人口比 59.9% 11.3% 

農業構造指標 農家世帯員中の農業就業者数割合 59.5% 48.5% 
農家世帯数割合(農家率) 51.8% 17.8% 
自給的農家率 6.3% 23.8% 
同居あとつぎ者のいる農家率 21.8% 34.5% 
他出あとつぎのいる農家率 16.4% 31.1% 

経営要素指標 男子生産年齢人口のいる専業農家数割合 52.4% 54.6% 
(労働力指標) 男子生産年齢人口のいない専業農家数割合 47.6% 45.4% 

第1種兼業農家数割合 60.9% 70.7% 
第2種兼業農家数割合 31.2% 53.4% 
専従者なしの農家数割合 19.6% 38.8% 
専従者は女子だげの農家数割合 16.4% 11.2% 
男子専従者がいる農家数割合 64.0% 50.0% 
60歳未満男子専従者がいる農家数割合 47.9% 34.1% 

経営要素指標 l戸当り経営耕地面積 (a) 191.2 97.3 
(土地指標) 耕作放棄地面積割合 4.0% 3.0% 

耕作放棄地をもっ農家数割合 6.9% 9.9% 
借入耕地面積割合 10.4% 19.4% 
借入農家数割合 24.0% 36.2% 
貸付耕地面積割合 2.8% 4.4% 
貸付農家割合 6.6% 10.3% 

経営要素指標 農家 100戸当り動力耕転機・トラクタ一所有台数(台) 36.0 46.6 
(資本指標) 農家 100戸当り動力防除機所有台数(台) 59.6 17.8 

経営組織指標 さとうきぴ販売農家率 48.8% 81.7% 
(作物組織) 野菜販売農家率 5.4% 14.8% 

パインアップル栽培農家率 74.4% 3.5% 
施設のある農家率 11.4% 9.4% 

経営組織指標 農業臨時雇いを雇い入れた農家数割合 26.3% 33.8% 
(外部依存) 手間替え・ゆいを利用した農家数割合 21.5% 26.1% 

さとうきぴ作業を請け負わせた農家数割合 11.7% 62.9% 
さとうきぴ作業を請け負った農家数割合 4.8% 3.9% 

注:各指標はそれぞれ母集団を異第I明に1。9し年次て世沖い界縄る農農.林林業水セ産ン統サ計ス年沖報縄」資料:農林水産縄省総統合計情事務報部局 「 県統計書」
および沖 「

がすすみ，林業から農業への転換が様々な困難を経て

行われた.このとき払い下げられた村有地は 951haで

あったパインアップルには適地であったこともあって

県内有数の産地に成長した(図的.

先にみたようにパインアップルは全県的には後退局

面にあるが，東村のパインアップルへの依存度は高く，

パインアップルの盛衰は村経済そのものの盛衰につな

がる死活問題になっている.東村農業に占めるパイン

アップルの地位を見ておくと，第1に， 1990年センサ

スによる農家317戸のうち 267戸 (84.2%)がパインア

ップル生産農家であるo我が国の稲作農家割合は 82

8%であるがこれよりも高い.第2に耕地面積606ha

のうち 446ha(69.3%)がパインアップル作付面積にな

っている.第3は，農業粗生産額2，030百万円のうち

556百万円 (27.52%)がパインアップルによって占め

られている.粗生産額の中では豚に次いで2番目であ

る(1989年).耕種の中では 43.3%を占める.第4に，

山原東農協の販売取扱高では1.020百万円のうちパイ

ンアップルは 252百万円 (24.66%)を占めている(図

10) .農協取扱高の中では豚が最もおおいが，それに次

ぐ地位を占めている.豚は企業的養豚経営であり，わ

ずか7戸が5，319頭を飼養しているのに対して，パイ
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表 1 農業構造指標(沖縄県国頭郡東村・ 1990年)

東村 沖縄全県
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(労働力指標) 男子生産年齢人口のいない専業農家数割合 47.6% 45.4% 
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第2種兼業農家数割合 31.2% 53.4% 
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経営要素指標 l戸当り経営耕地面積 (a) 191.2 97.3 
(土地指標) 耕作放棄地面積割合 4.0% 3.0% 
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および沖 「

がすすみ，林業から農業への転換が様々な困難を経て
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10) .農協取扱高の中では豚が最もおおいが，それに次

ぐ地位を占めている.豚は企業的養豚経営であり，わ
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図9 パインアップルの栽培面積及び生産量の推移(東村)

回さとうきぴ

図野菜

ロ1¥"インアッフ.ル

図その他の票実

E花き

悶畜産

図10 山原東農協品目別販売高構成比(平成2年度)

ンアップルは土地利用型作物であり，粗生産額や販売 すという対応が主であり，ハウスも導入されてきてい

高で表れる以上の比重を地域に対して持っているので るが，まだ少ない.このような中で現在山原東農協取

ある(吉田， 1991). 扱数量で加工用は 6，267t.生果用は 1，172t(15.8%)を占

2)加工原料から生果生産へ /めるまでになっている.これを金額でみると，加工用

先述したようにパインアップルの自由化を背景にパ が 147，151千円であるのに対して，生果は 104，412千円

インアップルの缶詰原料用から生果用への転換が急ピ (41.5%)を占めている.将来はこの比率を半々にする

ツチで行われている.加工原料用のパインアップル生 ことが目標であるが，それには解決しなければならな

産から生果用パインアップル生産への転換は現在生果 い問題がまだ多く残っている.

用の品種がないため，露地栽培の中では区別されずに 3)他作目の導入

栽培され，収穫時に玉を選択して良いものを生果に出 パインアップルをめぐる経済的状況が必ずしもよく
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産から生果用パインアップル生産への転換は現在生果 い問題がまだ多く残っている.

用の品種がないため，露地栽培の中では区別されずに 3)他作目の導入
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なく，何よりも次に述べる農業労働力の高齢化のため

に，パインアップルから他作目への転換が行われてい

る.野菜は伸び悩んでおり，花井と熱帯果樹への転換

が最も有力であるが，まだその動きは始まったばかり

‘ 700 

が，特に男の 16--....19歳層の農業就業人口率が41.8%と

高いのが目立つている.東村を沖縄県平均と比較する

と.16--....19歳層と 70歳以上層で県平均より低いが他

の年齢階層ではすべて東村の農業就業人口率が高くな
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図 11 品目別農業組生産額の推移(東村)

である(図 11)，

2，高齢化と労働力循環

東村においても農業労働力の高齢化は顧著である

が，全国の高齢化や沖縄県の高齢化の状況と比較して，

やや異なった特徴がある.表2は年齢階層別の農業就

業人口率を全国，沖縄県，東村で比較したものである

が，沖縄県は女の20--....29歳.30---39歳層以外は全国平

均よりも男女どの年齢層をとっても農業就業人口率が

高い.これは沖縄におげる家族構成の本土との相違や，

労働市場の未展開などの様々な要因が関連している

表2 年齢階層別農業就業人口率

全国

男女

16--....19 
20--....29 
30--....39 
40--""49 
50---59 
60---64 
65---69 
70歳以上

19.0% 
9.3% 
13.3% 
18.3% 
32.8% 
56.5% 
69.8% 
62.7% 

11.6% 
13.9% 
34.6% 
41.8% 
63.1% 
77.3% 
77.2% 
42.7% 

っている.これは東村においては県平均より l農家当

たりの 16歳以上世帯員数が少ないこと(県平均3.2

人，東村2.8人)，および兼業機会が少ないことが影響

している.前者は東村において怯家族が小さく，夫婦

のみの核家族化により進行していることを示してい

る.この点を次にみておこう.

新しく 1990年の農業センサスから農家の家族構成

を見ることができるようになった.これも全国，沖縄

県，東村で比較してみる(表3)，販売農家についてみ

ると，全国では同居あとつぎがいる割合は半数を超え

ているが，沖縄では3分の lにとどまっている.きら

沖縄県 東 村

男 女 男 女

41.8% 19.2% 6.5% 4.3% 
13.4% 9.8% 27.1% 18.2% 
23.5% 33.9% 44.3% 38.3% 
30.8% 53.2% 71.7% 73.8% 
50.5% 71.6% 68.7% 82.8% 
74.1% 79.1% 79.2% 86.0% 
84.5% 81.0% 92.3% 81.0% 
79.8% 51.1% 73.7% 46.9% 

資料:農林水産省統計情報部f1990年世界農林業センサス」
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表3 家族構成別農家数
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パインアップル生産農家調査結果

パインアップル自由化のもとで，生果用ノ守インアッ

プルへの転換を模索しながらも，高齢化し労働力基盤

が劣弱化しつつある産地が今後どのような対応をとる

ことができるのか，現地農家の実態調査を通して検討

する.

1.調査農家の現況

1)調査集落の概況(表4)

農家調査の対象にしたのは東村内のパイン生産の3

分の1を占める宮城集落である.宮城集落は村の中心

IV 

表4 宮城集落の概況
表4-1 農家数 (戸:%)
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経営耕地規模別農家数表4-4(戸:%)
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1000人日以上
700----999 
500----699 
300----499 
200-----299 
100---..，，199 
50----99 
49人日以下

投下労働日数別農家数表4-5
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20.7% 
1.7% 
17.2% 
6.9% 
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6.9% 
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兼業種類別農家数
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恒常的勤務
出稼ぎ
日雇・臨時雇
自営兼業
林業
漁業
その他

表4-2

(戸:%) 

に東村では5分の 1強にしか同居あとつぎはいない.

ましてやあとつぎが夫婦でいるこ世代同居家族は全国

では5分の1であるのに対して，東村では4.0%しかな

い.しかし，同居あとつぎがいない世帯を見ると，全

国ではそのうち他出あとつぎがいる世帯が販売農家の

9.3%ほどであるのに対して，沖縄県平均では31.9%も

あり，東村はそれよりは低いが16.8%になっているの

である.この同居あとつぎは少ないが，他出あとつぎ

は多いという家族構造がUターンがかなり多いこと

とも結びつき，沖縄における労働力循環の一つのパタ

ーンとなっており，家族構成の特徴を形づくっている.
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農業労働力保有状態別表4-6
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3000万円以上
2，000---3，000 
1，500'""-'2，000 
1，000'"" 1，500 
700----1，000 
500----700 
300----500 
200----300 
150----200 
100----150 
50"-100 
15""50 
15万円未満
販売なし

農産物販売金額規模別表4-3
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地である平良地区より東に位置するがほぼ村の中央に

表4-7 年齢別世帯員数 (人)
あり，沖縄県民の水を供給している福地ダム貯水池と

太平洋の聞に集落と全耕地が位置するパインアップル

男 女 主産集落である.

4 75歳以上 4 1990年センサスによる宮城集落の総農家数は58

2 70"'74 8 戸，うち専業農家は 31戸 (53.4%)である.男子生産
5 65"'69 7 年齢人口がいない専業農家が15戸(25.9%)を占める.
11 60"'64 10 
12 55"'59 13 専業農家率が高いのは，兼業機会が少ないからである.

4 50"'54 5 兼業種類では恒常的勤務と日雇・臨時雇が多い.農産
4 45.......49 3 

物販売金額規模別の分布を見ると 200.......500万の層と，5 40.......44 3 
9 35.......39 5 50.......150万の層とがみられる 経営耕地規模別の分布
8 30.......34 4 

にはばらつきがある.4.0ha以上の農家が24.1%もあ
4 25.......29 l 
4 20.......24 2 るが，村有地払い下げおよびその後の農地開発による

11 15"'19 9 パインアップル規模拡大農家である.
14 14歳以下 15 

宮城集落の大きな特徴は，労働力が比較的豊富に存

在していることである.労働投下回数別の分布で， 500

表4-8 年齢別農業就業人口 (人) .......699人日の層に 50.0%の農家が集中しているが，半

数の農家で2人以上の農業専従者がいることを示唆し
男 女

ている.農業労働力保有状態別にみても，男子専従者

5 75歳以上 2 がいる農家が70.7%を占め，しかも 65歳未満の男子専

2 70"'74 7 従者がいる農家を見ても 55.2%に達している.
5 65-----69 5 
10 60"'64 10 とはいえ，この集落でも他に漏れず高齢化が進んで

9 55-----59 13 いることは年齢別の世帯員数によってわかる.男女と
4 50-----54 5 

も14歳以下を除けば， 55'""--59歳にモードがある.しか
4 45"'49 3 
2 40-----44 3 し，男子では 30'""--39歳の層に一定の人数がいるのに対
3 35-----39 4 して，女子は60歳以上が多い.農業就業人口では 55
4 30-.....34 2 
3 25-29 o "'64歳にモードがあるが，女子の方が高齢化してい

O 20-24 1 る.
1 16"'19 O 

経営耕地面積の89.6%は樹園地になっており，水田

は全くない.耕作放棄地が10.5%ほど見られる.沖縄

表4-9 経営耕地 (戸:a:%) 県や東村の平均と比べても極めて高い.宮城集落の問

題点の一つを示唆しているようだ.
総面積 14，448 100.0% 以上のような集落のパイン生産者を 27戸個別関き

畑のある農家数 28 取り調査を行った.以下調査項目に従って，調査結果
畑面積 1，504 10.4% 
樹園地のある農家数 52 をとりまとめておきたい.

樹園地面積 12，945 89.6% 2)家族構成及び就業状況(表5)

所有耕地面積計 13，812 100.0% 
27戸の調査農家の内，世帯主の年齢が60歳を越え

借入耕地面積計 868 6.3% ている農家が16戸(59.3%)ある.同居家族総数87名
貸付耕地面積計 231 1.7% 中45名は高齢世帯主の世帯員であった.農業就業者の

耕地放棄地のある農家数 10 総数は66名で，内訳は 19歳以下3名 (4.5%)，20"-'39

耕作放棄地面積計 1，519 10.5% 歳9名(13.6%)，40-----59歳23名 (34.8%)，60歳以上31

名 (47.0%)となっている.農外就業者は 13名で，農

協・役場・郵便局が5名，土木・大工が4名，漁業が

3名であった.

家族形態の特徴は父母と同居の独身成人男子が多い
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は全くない.耕作放棄地が10.5%ほど見られる.沖縄

表4-9 経営耕地 (戸:a:%) 県や東村の平均と比べても極めて高い.宮城集落の問

題点の一つを示唆しているようだ.
総面積 14，448 100.0% 以上のような集落のパイン生産者を 27戸個別関き

畑のある農家数 28 取り調査を行った.以下調査項目に従って，調査結果
畑面積 1，504 10.4% 
樹園地のある農家数 52 をとりまとめておきたい.

樹園地面積 12，945 89.6% 2)家族構成及び就業状況(表5)
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家族形態の特徴は父母と同居の独身成人男子が多い
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帯果樹などの新規集約作物への労働の集中が耕作放棄

を生んでいる.このことは生果ノfインアップル生産に

ついてもいえることで，集約化が生む一つのデメリッ

トとして考慮しておかねばない

4)作付作物・土地利用(表 7)

調査農家全体の土地利用率は 89.5%で，遊休地があ

ることを裏付け，組放的土地利用状況にある.後から

みるように機械化が進んでいない上にもともとの耕地

面積が広いために，いわば行き届かない土地がでてく

るのもやむを得ない.作付面積の 87.0%を露地パイン

が占める.ついで観葉植物が4.7%.切花が3.1%とわ

ずかな面積を占めるが，これも最近のパインからの転

換の動きを示している.マンゴーおよびみかん等果樹

への転換がもう一つの動きとしてみてとれる.

2.調査農家の経営構造

1)資本装備(表8)

このような大面積経営であるにも関わらず，資本装

備はきわめて貧弱である. トラクターは全調査農家で

3台，耕転機・管理機のたぐいを所有している農家は 9

農業の国際化と条件不利地域農業

ことである.-.e.那覇や本土につとめていたが，父母

の老齢化等によって帰ってきて，農業に就業するか又

は村内の産業に就職しているものである.

3)土地所有状況(表6)

東村の農家1戸あたり耕地面積は 1.91haで，中でも

宮城集落は2.5haと最も大きい.調査農家の平均耕地

面積は 404aで，宮城集落の中でも大きい農家に片寄

っている.(ただし，この面積は実質的に耕作している

面積で，土地台帳上の耕地ではない.したがって，台

帳上の原野でもパインを耕作しているものは耕地面積

にカウントした.) 

このように規模が大きいのは村の払い下げ地l人当

たり 6，000坪=200aと，その後の農地開発・開墾およ

び分解・集積による.ちなみに調査農家の借地率は 17.

5%である.

かなりの遊休地文は耕作放棄地が出てきているのが

気になるところである.所有地面積に対して 19.0%の

割合に達する.この原因は一つは高齢化等農家労働力

の劣弱化による耕作放棄であるが，もう一つは花や熱

調査農家の土地所有状況表 6

原野遊休地経営面積樹園地水田畑
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作物作付および土地利用状況表7

土地利用率醐
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作物作付および土地利用状況表7
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調査農家の収益構造表9
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戸にすぎず，他の農家は機械を借りたり，作業を委託

している.標準的な資本装備といえば，動力噴霧器と

農業用トラックで，農業用の倉庫，納屋などを持って

いると答えた者も 10戸しかない.ただし，ハウスは 12

戸の農家に導入され，全体で311aほどになっている.

おそらくこれまで全く農業投資がなかったわけではな

い.むしろ開墾や更新によるパインアップル栽培面積

の拡大が行われてきたのであるから，投資は行われて

いたのであろう.しかし，それは土地改良投資が主で

あり，労働生産性を向上させるための機械等への投資

は後回しにされてきたのである.開墾や更新に当たっ

てプルドーザで作業を請け負う業者がいたためそれで

ほぽ機械作業は間に合っていたという事情もあったの

であろう.しかし，いよいよ労働力の空洞化が進んで

くると，これまでの機械投資の欠落が産地体制を維持

する上で大きな問題となってきたのである.

2)収益構造(表9)

調査農家の農業組収益(販売金額)の概算を示して

みた.ただし，聞き取り調査であるのでかなり調査で

の捕捉もれがあると思われる.1戸当たりの販売金額

は270万円で，専業農家が多い割には低収益である.

販売金額の 92.3%はパインからの収益になっている.

観葉植物や切花，熱帯果樹などへの転換が比較的近年

に行われているため，それからの収益がまだ計上され

ていないためである.

パインの販売金額のうち 23.4%が生果からの収益と

表 10 14番農家の農作業

いうことになっている.しかし，農協のデータでは宮

城集落の場合ノマイン販売高の 52.0%は生果によってい

ることになっており，食い違う.おそらく調査での捕

捉漏れであろう.しかし，いずれにしても経営規模の

割に収益が上がっていない.

3)農作業構造と高齢化

調査農家の総労働日数(概数)は 12，670日であった.

1人当たり労働日数は 192日(年間)に達しており，先

の資本装備状況と併せて考慮すると，裸の労働力に依

存したパイン経営が支配的であることを意味してい

る.資本装備低位で裸の労働に依存する経営のあり方

にみられる労働と土地利用との結合の仕方は沖縄特有

の土地所有構造からでてくるものである.労働と土地

利用は直接に結合しているため，労働力として劣弱化

するとそれが「いえjや「むらJを媒介にせず，直接
土地からの離脱となる構造である.

ここで，宮城集落でもパインアップル生産のトップ

クラスにある 14番経営の農作業構造を見ておこう(表

10).3-----4月.7-----8月.10月と労働のピークを迎える期

聞が長く，しかも適期をはずすことのできない作業が

続く.こういう状態であれば，高齢化にともない労働

の過重負担から作業適期をはずし，改植できない畑を

生むことになり，それが耕作放棄につながってくるの

である.

表11は調査農家の全農業就業者を年齢別にみたも

のである.就業日数で48.7%.就業者数で47.0%を60

歳以上の世帯員が占めている.世帯主が60歳以上の世

帯は27戸中 16戸であるが，その高齢世帯が占める経

営面積の比率は 59.3%.作付面積は63.0%.総販売金

額の55.4%に達している.パインアップル産地の中心

地の農業経営は60歳以上の高齢者によって支えられ

ているといって過言でない状況となっている.

表11 年齢別農業就業割合(調査農家)

60歳以上
40-----59 
20-----39 
20歳以下

(単位:日・人)

農業就業日数農業就業者数日数割合人数割合

6，172 
5，220 
1，188 
90 

31 48.7% 47.0% 
23 41.2% 34.8% 
9 9.4% 13.6% 
3 0.7% 4.5% 
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V 産地再編の課題

困難な状況にある産地の実態が明らかになったが，

ただ数年後の価格補償期限終了に手を扶いているわげ

ではない.、現地でも様々な模索が行われている.それ

らの対応に即して，今後の産地再編課題について生産

面に限ってふれ，結論をまとめたい.

1 . 生果生産拡大上の課題

沖縄県経済連は現在およそ 1，300tのハウス生果を

平成6年には 3，300tにしたいとしている.しかし生果

は，全体でみても出荷比率で15.2%で，これを引き上

げていくために施設化が急がれる.熱帯果樹，亜熱帯

果樹は寒害はないにしても，~熱帯である沖縄県でも

「開花-受粉・果実肥大には 200C以上が必要」であるた

め施設栽培が必要とされており，パインアップルにお

いては現在の夏期のハウスパインをさらに拡大し，さ

らにハウスパインの出荷期を拡大していくためには施

設化が必須である.ハウス内で機械作業ができ，ハウ

ス移動を必要としない省力化可能な大型連棟ハウスを

導入するためには，政府の農業構造改善事業等による

補助を受けなければ投資に耐えない.しかし，補助事

業は共同施設しか認めていない.圃場区画がある程度

まとまっているパイン経営では個別性が強く，共同す

る土地もないため，この適用が困難である.

さらに施設化に関して問題と思われる点は，これま

でパインアップル闇場は数年に 1回天地返しを行い，

地力を再生産してきた.それは過去労働を土地に刻ま
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せない行為である.つまり土地投資が蓄積されない構

造であった.これはまた，放置すると早速雑草が繁茂

し，農地は荒廃する亜熱帯農業の原生生産力の裏返し

でもある.このことは，~熱帯下で固定的施設化を行

った場合の地力再生産の問題を提起している.同時に，

これまで固定的な土地投資になじんでこなかった沖縄

農民が土地への固着性を強める施設化にどう対応する

かという問題が，経営の継承性の問題とも絡んで提起

されているといえよう.

2.経営収益性改善の課題一生産費の分析

パインアップル経営の内部問題に移ろう.パインア

ップル経営の階層別の生産費は明らかになっていない

ので，全階層的な分析しかできないが，図 12は1991年

産のパインアップルの損益分岐点である.成園面積で

110aのところに損益分岐点がある.その時のー経営当

たり粗収益は 1，610千円になっている.調査農家でパ

イン粗収益がこれを超えているのは約半数である.

1991年は組収益が損益分岐点とほぼ一致した.損益分

岐点の経年的変化を見たのが図 13である.80------84年

は組収益が損益分岐点を割っていた.損益分厳点、が頭

打ち傾向になっているのは生産費がほぼ一定になって

いるからである.これに対して露地の生産費は一定水

準に安定化してきている.したがって，利潤や所得と

いった収益性は専ら粗収益を構成する価格と収量に規

定されるといってよい.その変動についてはすでに分

析した.

ただ今後の問題としては，生産費の内容は(図 14)
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図12 1991年産パイン損益分岐点
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図14 10 a当たりパインアップル生産費の推移

成園費と労働費とで圧倒的比重が占められており，こ

の両費用は一定費であって露地栽培体系で一定水準に

安定化してきたのだが，ハウス栽培になると新たな固

定的費用要因として施設費が大きな比重を占めること

になる.収支構造が改善される余地は極めて少ないと

いえよう.

3.労働力対策の課題

現地調査の結果でも明らかになったように，産地を

危機的状況に陥し入れている農業内部の最大要因は労

働力の脆弱化である.これに対していくつかの対応が

考えられる.

1)栽培様式による省力化対策

現行の栽培様式の改善によって省力化が可能にな

る.第1は，栽植密度を変えることである.株聞を現

在より 3cm縮めて， 10a当たり 4，000本植えているの

を10a当たり 4，440本にする.2kg以上の果実では大

きすぎて，収穫労働も大変なので， 1玉当たり1.6kg程

度にして収穫労働を軽減する.ただし，裁植密度を増

やすと出曹率は高まり，収量は増加する.同時に密植

化は更新期間を短縮するため，更新作業の請負システ

ムが必要になる.第2は，マルチ栽培である.現在施

肥を年平均3回行っているが，元肥を入れた後，マル

120 岩元 泉

200，制調

P 
18申刷ト ・、I •、周

/・、目/¥
/、〆 1

160，棚十 戸 、ーノ¥/、・

刈捌卜 /' 火ーフペプア¥¥，二二 Y
i ~./ ".-・_3'- --......' 

，.--120，000 

，000 

::0.000 

。o.仮泊

4;)，訓a

20.獅淘「

o ... .・
67 63 守 7晒 n n ~ ~ ~ % n n N 白 31 82 S:':; 84 85 86 87 8s 初旬

三次

図13 パインアップル損益分岐点 (10a当たり)

160.申自由

140，0Ii殉

120，0ω 

1飽，0Ii拘

(:) 80，000 

60.民拘

40，0ω 

20，0Ii鈎

-労働費

口成圃費

・農機具費

日建物及ぴ土地改良践備費

ロ襲警罰金

ロその他の
詰材料費

・光熱動力費

回農業薬剤費

圃』巴料費

ー 67 総併河 71 党勾マ4 75 76 切符切関 81 位お例&泌初総初旬
牢欠

図14 10 a当たりパインアップル生産費の推移

成園費と労働費とで圧倒的比重が占められており，こ

の両費用は一定費であって露地栽培体系で一定水準に

安定化してきたのだが，ハウス栽培になると新たな固

定的費用要因として施設費が大きな比重を占めること

になる.収支構造が改善される余地は極めて少ないと

いえよう.

3.労働力対策の課題

現地調査の結果でも明らかになったように，産地を

危機的状況に陥し入れている農業内部の最大要因は労
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肥を年平均3回行っているが，元肥を入れた後，マル
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チをおこなって施肥回数を年1回にする.マルチはこ

の他にも保温・冬場の生育促進，除草，土壌水分の保

持，肥料流亡の防止に役立つ.ただし，マルチを推奨

するには風対策をしっかりしないと逆効果になる.

2)機械化による省力化対策

圃場での収穫から農道までの搬出は現在ほとんど鎌

と篭の手労働である.高齢化が進む中ではこれ以上手

労働に頼ることはできない.最近開発された「省力運

搬作業機」は防除や施肥労働の軽減にも役立つ.運搬

機を導入するためには裁植方式を運搬機がはいるよう

に変更しなければならないので，更新に際して植え付

けを計画的に行う必要がある.

3)作業受託による労働力対策

個別農家で新たな投資をするような対応が困難な場

合を考慮して，運搬労働の外部化を図る必要がある.

高齢者農家の圃場からパインアップルを搬出し，選荷

場までの運搬を請り負う請負集団を育成するか，また

は専任の作業員をおいて請負機能を農協の選荷場等が

受け持つ方法が考えられる.

また，労働力不足は結局更新作業の遅延という形で

しわ寄せされ，品質の低下へ影響するばかりでなく，

更新が行われず耕作放棄になる可能性も生じるので，

更新作業を農家から受託する組織を運搬の請負とも合

わせて考慮する必要がある.しかし，組織の構成員と

なるべき若手後継者層の形成はみられず，rいえ」や「む
らJを媒介としない沖縄の農村構造のなかではこの種

の組織化は極めて困難であるといわねばならない.

VI 結 論

沖縄農業自体が市場遠隔地.r後進性J(来間， 1979) 
という不利な条件を持っている.サトウキピとパイン

アップルという作目選択が行われたのは作物特性とし

ての車熱帯性と市場遠隔性からくる加工原料適正とい

う条件不利対応であった.しかしこの約30年間の一定

の保護措置の下にあった沖縄農業は基本的な条件不利

性を克服するに至らなかった(唯一花を例外として).

基本的な条件不利性とは市場遠隔性と土地基盤の劣弱

性である.これ以外にも低収益=低労賃や低農産物価

格等の問題があるが，これは本土農業とて条件は同じ

である.ここに至った基本要因の全面的解明は本稿の

主題ではない.

問題は農業の国際化の下で，パインアップノレという

作自にかかっていた保護がはずされることである.実

態調査の結果は，技術，資本，土地投資の蓄積ゼロに

近い状態からスタートした沖縄パインアップル生産

が， 30年経過した時点でもほとんど蓄積らしいものを

残していないことを示した.確かに土地改良投資の点

では，一定のテラス状の農地開発が行われたが，それ

も耕作放棄するとたちまち雑草繁茂地に復す.むしろ，

パインアップル農地開発過程及び更新過程において流

出した赤土被害が自然破壊を刻むという結果だけを残

している.農業生産にとって最も深刻なのは生産者の

高齢化であり，パインアップル生産自体がその生産者

第 1世代の高齢化=引退と共に消滅しかねない危機的

状態にあるということである.経営的には夫婦二人を

経済的に自立させる水準を実現し得なかったといえよ

う.沖縄に本土でいう「いえ」という媒介がないとい

う側面もあるが，親子二世代の経営を析出できるまで

に至らなかったために，経営継承が途切れることにな

りつつあるという経済的側面を確認しておきたい.

農業の国際化，具体的には農産物の自由化が，限界

地・条件不利地域の切り捨てという事態を招くことが

危倶されるところである.日本農業のもつ様々な問題

の「極点J(石井・来問， 1976) 4)としての沖縄農業が

その第1候補になる可能性を否定できない.しかしそ

れはこの東村の事例でみたように地域経済の崩壊を招

く.農産物個々の品目に対する保護措置が「国際化」

の名の下に許容されないのであれば，地域政策として

の条件不利地域に対する保護措置の必要性はかえって

高まることを強調しておきたい.
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Summary 

Toward the full intemational 1iberalization， Japan has been gradually opening its 
domestic agricu1tural products market. The import of pineapples is going to be completely 
freed in a few years. The pineapple farmers are intended to change there products from as 
materials for canned pineapples to highly qualified fresh fruits. Nevertheless the pineapple 
farmers are getting older and the lack of farm labour becomes a severe problem. The 
pineapple producing areas in Okinawa are now declining quickly. 
The purpose of this report is to consider the effects of the liberalization on the pineapple 
farms in less favoured areas in Okinawa. The conclusions are summarized as follows; 

l.Since the middle of 1950's pineapple farming had spread to the marginal area in the 
northem part of mainland Okinawa and in Yaeyama islands where now we can difine as “less 
favoured areas". But the import liberalization of fresh pineapples has been swift1y going 
further since 1961， the import of frozen pineapples had permitted in 1971 and at last the import 
restriction of canned and juiced pineapples had been relea詑din 1990. 

2. The amount of pineapple production was rising since 1956 until 1966， but it has been 
decreasing since 1968. Although the efficiency of labour and the productivity of land were 
improved， the retums for farmers was not risen as much as the productivity. So the number 
of farms was decreased since 1980's. 

3.Since the packing industry was supported by the government， the main products of 
pineapple farms in Okinawa has been raw materials for the packers. After the packing 
industry had declined， many small factories were closed or integrated into two main factories， 
then出eyare now going to reconstruct the marketing power of their products. 

4.Pineapple industry in Okinawa is now changing its strategy to produce and sel1 
pineapples as fresh frui臼.But it's difficult for fresh pineapples from Okinawa to make 
inroads into the central wholesale markets， because a enomous amount of fresh pineapples 
are imported from Philippines at a low price. So the Federation of Okinawa Agricultural 
Coopratives had decided to sell their products direct1y to the comsummers or to the Comsum. 
mer's Coopratives. 

5.27 farms were picked up to make the interview research in Miyagi hamlet， Higashi 
Village. The analysis of the farms shows us that the aging stage has extreamly advanced， and 
there are few successors in those farms. In addition， there are a lot of abandoned areas， too. 

6.The liberalization on the trade of farm products under the intemational economic 
situation will surelly result in the destruction of the economy of the less favoured areas. On 
behalf of the protection against the imported farm products， a new govemment support 
program for these less favoured areas should be estabi1eshed. 
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